
当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出、生産は持ち直し、企業収益、設備投資は下げ止まりつ
つあるものの、景気は依然として厳しい状況が続いております。個人消費につきましては、持ち直しの
動きが続いているものの、雇用・所得環境が厳しいことから弱い動きとなっております。眼鏡業界にお
きましても、市場全体が縮小傾向にあるなか企業間の激しい価格競争が続いており、依然として厳しい
状況が続いております。 
 このような環境のなか、当社グループは主力業態である「眼鏡市場」の店舗網拡充による顧客利便性
の向上を図り、商品・人材の質の向上による顧客満足度の向上に努め、企業力の強化を図ってまいりま
した。また消費者の低価格志向が強まるなか、11月からフレームと単焦点レンズの組み合わせを新価格
15,750円で提供する「メガ割」をスタートさせ、「眼鏡市場」の集客力の強化と差別化に努めました。
 店舗展開につきましては、直営による62店舗（「眼鏡市場」60店舗、「アルク」2店舗）の新規出店
と2店舗（「眼鏡市場」、「アルク」各1店舗）の退店を行いました。ＦＣでは「眼鏡市場」40店舗の新
規出店と「アルク」5店舗の退店を行った結果、当連結会計年度末における店舗数は直営551店舗、ＦＣ
103店舗の合計654店舗となりました。 
 この結果、売上高は49,601百万円（前年同期比6.4％増）となりました。 
利益面につきましては、売上総利益率はほぼ横ばいとなりましたが、売上高販売管理費比率は広告宣伝
費や人件費が増加したことなどから、58.7％と1.9ポイント上昇しました。この結果、営業利益4,770百
万円（前年同期比10.3％減）、経常利益4,841百万円（前年同期比10.5％減）、当期純利益2,361百万円
（前年同期比18.5％減）となりました。 

  

今後のわが国経済は、景気の持ち直しが期待される一方で、海外景気の下振れ懸念やデフレの影響な
ど、景気を下押しするリスクがあることなどから、依然厳しい環境が続くものと予想されます。眼鏡業
界におきましても、企業間競争の激化により引き続き厳しい状況で推移するものと見込まれます。 
 このような状況のなか、当社は商品力の強化と人材教育のさらなる徹底を図り、お客様の立場に立っ
たサービスの提供に努めてまいります。また、店舗網の拡充により顧客利便性の向上にも努めてまいり
ます。このような取り組みにより、企業力の強化と企業価値の向上を図ってまいります。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析



①資産、負債及び純資産の状況 
(イ)資産 

 流動資産の残高は7,852百万円（前連結会計年度末は8,957百万円）で、1,104百万円の減少
となっております。現金及び預金の減少（1,151百万円）が主な要因であります。 
 固定資産の残高は19,830百万円（前連結会計年度末は18,719百万円）で、1,111百万円の増
加となっております。敷金及び保証金の増加（771百万円）、繰延税金資産の増加（341百万
円）が主な要因であります。 

(ロ)負債 
 流動負債の残高は9,251百万円（前連結会計年度末は10,410百万円）で、1,158百万円の減少
となっております。未払法人税等の減少（1,188百万円）、短期借入金の減少（338百万円）が
主な要因であります。 
 固定負債の残高は4,478百万円（前連結会計年度末は5,339百万円）で、860百万円の減少と
なっております。社債の減少（380百万円）、長期借入金の減少（672百万円）が主な要因であ
ります。 

(ハ)純資産 
 純資産の残高は13,953百万円（前連結会計年度末は11,927百万円）で、2,025百万円の増加
となっております。利益剰余金の増加（2,040百万円）が主な要因であります。 

②キャッシュ・フローの状況 
 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末
に比べ1,150百万円減少し、当連結会計年度末には、1,295百万円となりました。 
 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま
す。 

(イ)営業活動によるキャッシュ・フロー 
 営業活動の結果得られた資金は3,309百万円（前年同期比41.1％減）となり、主な内容は税
金等調整前当期純利益4,042百万円、減価償却費1,240百万円及び法人税等支払額3,178百万円
などによるものであります。 

(ロ)投資活動によるキャッシュ・フロー 
 投資活動の結果使用した資金は2,539百万円（前年同期比240.2％増）となり、主な内容は有
形固定資産の取得による支出1,583百万円、敷金及び保証金の差入による支出1,187百万円など
によるものであります。 

(ハ)財務活動によるキャッシュ・フロー 
 財務活動の結果使用した資金は1,918百万円（前年同期比48.9％減）となり、主な内容は長
短借入金にかかる正味返済による支出1,010百万円、社債の償還による支出495百万円などによ
るものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  

(2) 財政状態に関する分析

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

自己資本比率 （％） 23.6 26.9 37.0 43.1 50.4

時価ベースの自己資本比率 
（％）

28.0 93.0 78.3 84.1 67.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率 （年）

10.9 3.4 2.8 1.5 2.0

インタレスト・カバレッジ・
レシオ （倍）

7.5 19.4 19.4 33.9 26.1



当社は、株主の皆様への利益配分につきましては、1株につき年間12円（月換算1株につき1円）の普
通配当を継続的に行ってまいりました。 
 平成23年3月期の剰余金の配当につきましても、株主の皆様への利益還元を継続して充実させていく
ことを目的として、1株につき年間12円の配当を実施する方針であります。 
 平成22年3月期の配当につきましては、1ページ「2.配当の状況」をご覧ください。 
なお、この期末配当金は、本年6月開催予定の定時株主総会での決議を条件として、本年3月31日現在の
株主の皆様に対してお支払する予定であります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当



当社グループが認識している事業等のリスクのうち、主なものは以下のとおりであります。 
 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結子会
社）が判断したものであります。 

（法的規制について） 
・コンタクトレンズ販売に関する規制について 
 当社グループの販売商品のうちコンタクトレンズ販売は、薬事法第39条に基づき高度管理医療機
器等の販売業に該当するため、当社グループは店舗毎に所在地の都道府県知事に対し、薬事法の規
定に基づき厚生労働省令で定める高度医療機器販売許可を得たうえで販売を行っております。 

・出店及び増床に関する規制等について 
 当社グループの出店及び営業に関し、売場面積が1,000㎡以上の店舗については、「大規模小売
店舗立地法」（以下、「大店立地法」という。）の規制を受けます。また、売場面積が1,000㎡未
満の店舗についても、「小売商業活動の調整に関する指導要綱」が制定されている都道府県または
市町村においては、その対象となる事項は各自治体によって異なるものの「大店立地法」の規制に
準じて地元小売業者との調整（開店日、売場面積、閉店時刻等）が必要となります。 
 なお、当社グループにおきましては、平成22年３月末現在「大店立地法」の規制対象になってい
る独立店舗はありません。 

（個人プライバシー情報の管理について） 

 現在当社グループのユーザー情報は、各店より集約し本社にて一括管理をしております。ユーザ
ーの個人情報は内部で利用することはありますが、広告主を含む外部の関係者に公開することはあ
りません。しかし、これらの情報が何らかの形で外部に洩れたり、悪用されたりする場合、当社グ
ループへの損害賠償請求や、当社グループの信用低下等によって業績に影響を及ぼす可能性があり
ます。 

（店舗展開について） 
 当社グループは、主に眼鏡小売販売業を営んでおり、従来は郊外型独立店舗を中心としたチェー
ン展開や地域集中型によるドミナントエリア形成を基本方針として新規出店を行っておりました
が、近年は駅前立地での新規出店に注力しております。今後も新規出店を推進する方針であり、こ
れらの新規出店の動向は当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 
 具体的には、競合の激しい眼鏡小売業界において多様化する消費者ニーズに対応するため、フレ
ームとレンズを組み合わせ定額で提供する追加料金０円のメガネショップ「眼鏡市場」（平成22年
3月末現在591店舗）、着替えるメガネをコンセプトにファッション性を重視した低価格志向で都市
部を中心に展開するメガネショップ「アルク」（同49店舗）及びコンタクト専門店である「コンタ
クトマン」、「ａｂｃコンタクト」、「レンズダイレクト」（同14店舗）により、コンセプト及び
対象顧客等の異なる各種業態の店舗展開を行っております。平成22年3月末現在における当社グル
ープ全体の店舗数は654店舗となっております。 

（有利子負債の依存度について） 
 当社グループは、新規出店における設備投資資金及び運転資金につき、長短借入金、社債等の発
行を中心とした資金調達によって賄っております。今後、金利が変動した場合、また事業展開の状
況によっては、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。  

（敷金及び保証金について） 

 当社グループは、主に賃貸借によって多店舗展開を行っている専門店チェーンであります。よっ
て、新規出店に伴い敷金及び保証金が必要とされます。当連結会計年度末における敷金及び保証金
の残高は7,719百万円であり、この内契約期間中での移設・閉店を行った場合、また出店計画を中
止した場合、敷金及び保証金の全額が返還されない可能性があります。今後増加する店舗数に対し
複数の返還不能が起きた場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

（経営成績について） 
 眼鏡小売市場は、眼鏡利用人口や眼鏡利用者の消費動向や嗜好変化等により影響を受けておりま
す。当社グループは、変化する消費者ニーズに合わせ確実に収益をあげることが最重要課題の一つ
であると考えており、「眼鏡市場」及び「アルク」を主力業態と位置づけ店舗展開しております。
 今後同業者間の競争激化や消費の低迷による売上の減少等の経営環境の変化が生じた場合には経
営成績及び財政状態に悪影響が生じ、策定した経営計画との間に重大な相違を生じる可能性があり
ます。 

（商品調達について） 

 当社グループの取扱商品のうち中国から輸入しているメガネフレームは、中国の政治・経済情勢
等の変化により商品調達に支障が出た場合、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま
す。 

  

(4) 事業等のリスク



当社の企業集団は、㈱メガネトップ(当社)及び子会社２社並びに関連会社１社で構成されており、主要

な事業内容は眼鏡小売業であります。 

各社の事業内容及び位置付けは、次のとおりであります。 

 
  

上記の企業集団の系統図は次のとおりであります。 

  

 

2. 企業集団の状況

会社名 事業の内容

株式会社メガネトップ（当社） 国内における眼鏡小売業及び眼鏡枠製造並びにその製品の販売

株式会社フィットミー 国内における眼鏡小売業

株式会社メガネトップ大分 国内における眼鏡小売業（ＦＣ）

株式会社ティシーシー 広告代理業



当社グループは、「新たな付加価値を追求し、地域社会に貢献する革新的な企業でありたい。」を経

営理念とし、行動指針として①コンプライアンス「法令規範を遵守し、誠実に行動する。」②お客様第

一主義「お客様の立場に立って、考え行動する。」③革新への挑戦「旧習にとらわれず、新たなことに

挑戦し続ける。」を掲げ、経営に取り組んでおります。 

当社グループは、継続的な企業価値の向上を目指しております。主な経営指標としては売上高営業利

益率、株主資本利益率（ＲＯＥ）ならびに総資産利益率（ＲＯＡ）を重視しており、常にコスト意識を

もって収益力の向上と経営資源の集中による資本効率・投資効率の向上に努めております。 

当社グループは、「眼鏡市場」、「アルク」を主力業態として展開してまいります。また、競争力の

強化を図るため、店舗運営力の強化を重点課題として、人材育成に一層注力してまいります。そして、

さらなる成長に向け、次の事項に重点を置いて経営を進めてまいります。 

①「眼鏡市場」による業容拡大を図るべく、新店出店と効率的な宣伝活動による認知度の向上に努めて

まいります。 

②アルク事業につきましては、既存店舗の改装などによる活性化を図り、ブランド力・認知度の向上に

努めてまいります。 

眼鏡業界における企業間の競争が一層激化する中、経営効率の向上、経営基盤の更なる強化に向けて

取り組むべき課題は、次の通りと考えております。 

①コンプライアンスを重視した経営体制の強化 

②国内外を合わせた商品調達先の開拓及びコスト競争力の強化 

③充実した商品・サービス提供による既存店の活性化 

④「眼鏡市場」の展開、知名度向上 

⑤カジュアルアイウェアショップのアルク事業のプレゼンス強化 

⑥コンタクト事業の強化 

⑦フランチャイズ事業の活性化 

当社は、眼鏡小売業における今後のさらなる競争激化や急速な環境変化に対し、経営資源の集中と経

営の効率化を図るため、完全子会社である株式会社フィットミーを平成22年４月１日をもって吸収合併

いたしました。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項



4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,446,593 1,295,097

受取手形及び売掛金 970,248 927,336

商品及び製品 3,893,872 3,953,443

仕掛品 87,913 92,060

原材料及び貯蔵品 64,091 63,981

繰延税金資産 545,084 495,633

その他 951,762 1,027,623

貸倒引当金 △2,120 △2,268

流動資産合計 8,957,445 7,852,907

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  12,228,660 ※2  12,747,580

減価償却累計額 △4,872,638 △5,432,515

建物及び構築物（純額） 7,356,021 7,315,065

機械装置及び運搬具 274,845 255,836

減価償却累計額 △236,905 △218,457

機械装置及び運搬具（純額） 37,939 37,378

工具、器具及び備品 2,688,727 3,213,488

減価償却累計額 △2,091,636 △2,317,672

工具、器具及び備品（純額） 597,090 895,816

土地 ※2  2,137,511 ※2  1,938,635

リース資産 405,330 507,436

減価償却累計額 △47,984 △114,662

リース資産（純額） 357,346 392,774

建設仮勘定 2,100 5,502

有形固定資産合計 10,488,009 10,585,172

無形固定資産   

のれん 80,016 16,989

その他 405,934 275,921

無形固定資産合計 485,951 292,911

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2, ※4  65,397 ※2, ※4  73,621

繰延税金資産 130,191 471,958

敷金及び保証金 ※3  6,948,234 ※3  7,719,446

その他 610,450 700,372

貸倒引当金 △8,683 △12,563

投資その他の資産合計 7,745,589 8,952,835

固定資産合計 18,719,550 19,830,918

資産合計 27,676,995 27,683,826



(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,163,390 1,249,851

短期借入金 ※2  3,415,067 ※2  3,076,792

1年内償還予定の社債 495,000 380,000

リース債務 72,327 79,921

未払金 958,345 1,375,666

未払法人税等 1,976,204 787,745

賞与引当金 663,220 660,687

役員賞与引当金 27,600 36,000

その他 1,638,967 1,605,199

流動負債合計 10,410,122 9,251,863

固定負債   

社債 750,000 370,000

長期借入金 ※2  3,538,920 ※2  2,866,464

リース債務 310,454 369,261

役員退職慰労引当金 305,176 348,019

その他 434,614 524,568

固定負債合計 5,339,164 4,478,314

負債合計 15,749,286 13,730,177

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,335,679 2,336,771

資本剰余金 2,768,368 2,769,460

利益剰余金 6,843,681 8,883,806

自己株式 △23,729 △40,531

株主資本合計 11,923,999 13,949,507

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,709 4,141

評価・換算差額等合計 3,709 4,141

純資産合計 11,927,709 13,953,649

負債純資産合計 27,676,995 27,683,826



(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 46,607,574 49,601,407

売上原価 ※1  14,790,754 ※1  15,690,668

売上総利益 31,816,820 33,910,738

販売費及び一般管理費   

販売手数料 1,085,593 1,154,831

広告宣伝費 3,173,377 3,489,159

貸倒引当金繰入額 6,926 4,182

役員報酬 200,839 236,425

給料及び手当 8,966,823 9,964,113

賞与引当金繰入額 653,159 649,875

役員賞与引当金繰入額 27,600 36,000

退職給付費用 202,659 210,662

役員退職慰労引当金繰入額 40,397 46,048

福利厚生費 1,703,764 1,900,483

賃借料 5,091,104 5,323,141

減価償却費 1,209,088 1,180,314

水道光熱費 665,178 675,611

その他 3,473,361 4,269,221

販売費及び一般管理費合計 26,499,875 29,140,070

営業利益 5,316,945 4,770,667

営業外収益   

受取利息 34,438 37,590

受取賃貸料 390,692 416,526

その他 114,659 119,482

営業外収益合計 539,789 573,599

営業外費用   

支払利息 166,472 125,437

為替差損 － ※2  52,880

賃貸収入原価 251,644 276,088

その他 31,540 48,467

営業外費用合計 449,657 502,873

経常利益 5,407,077 4,841,393

特別利益   

固定資産売却益 ※3  5,078 ※3  4,098

受取補償金 200,746 －

特別利益合計 205,824 4,098

特別損失   

固定資産売却損 ※4  414 －

固定資産除却損 ※5  55,404 ※5  48,414

減損損失 ※6  262,792 ※6  704,561

固定資産臨時償却費 ※7  39,139 ※7  49,706

たな卸資産評価損 92,635 －

特別損失合計 450,386 802,682

税金等調整前当期純利益 5,162,515 4,042,808

法人税、住民税及び事業税 2,459,367 1,974,405

法人税等調整額 △195,869 △293,108

法人税等合計 2,263,497 1,681,297

当期純利益 2,899,018 2,361,510



(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,303,869 2,335,679

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 31,809 1,092

当期変動額合計 31,809 1,092

当期末残高 2,335,679 2,336,771

資本剰余金   

前期末残高 2,736,632 2,768,368

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 31,736 1,092

当期変動額合計 31,736 1,092

当期末残高 2,768,368 2,769,460

利益剰余金   

前期末残高 4,666,083 6,843,681

当期変動額   

剰余金の配当 △721,420 △321,385

当期純利益 2,899,018 2,361,510

当期変動額合計 2,177,598 2,040,125

当期末残高 6,843,681 8,883,806

自己株式   

前期末残高 △13,154 △23,729

当期変動額   

自己株式の取得 △10,575 △16,801

当期変動額合計 △10,575 △16,801

当期末残高 △23,729 △40,531

株主資本合計   

前期末残高 9,693,430 11,923,999

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 63,546 2,184

剰余金の配当 △721,420 △321,385

当期純利益 2,899,018 2,361,510

自己株式の取得 △10,575 △16,801

当期変動額合計 2,230,569 2,025,507

当期末残高 11,923,999 13,949,507



(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 19,163 3,709

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15,454 432

当期変動額合計 △15,454 432

当期末残高 3,709 4,141

評価・換算差額等合計   

前期末残高 19,163 3,709

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15,454 432

当期変動額合計 △15,454 432

当期末残高 3,709 4,141

純資産合計   

前期末残高 9,712,594 11,927,709

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 63,546 2,184

剰余金の配当 △721,420 △321,385

当期純利益 2,899,018 2,361,510

自己株式の取得 △10,575 △16,801

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15,454 432

当期変動額合計 2,215,114 2,025,939

当期末残高 11,927,709 13,953,649



(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 5,162,515 4,042,808

減価償却費 1,253,661 1,240,975

たな卸資産評価損 92,635 －

減損損失 262,792 704,561

固定資産臨時償却費 39,139 49,706

のれん償却額 71,554 63,026

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,941 4,027

賞与引当金の増減額（△は減少） 166,521 △2,532

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 3,600 8,400

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 33,784 42,843

受取利息及び受取配当金 △35,606 △38,545

支払利息 166,472 125,437

為替差損益（△は益） 1,609 2,535

固定資産売却損益（△は益） △4,664 △4,098

固定資産除却損 55,404 48,414

売上債権の増減額（△は増加） △126,614 42,911

たな卸資産の増減額（△は増加） △462,267 △63,607

仕入債務の増減額（△は減少） 92,735 86,460

未払消費税等の増減額（△は減少） 205,974 △187,839

その他 155,236 448,176

小計 7,138,426 6,613,662

利息及び配当金の受取額 3,235 1,296

利息の支払額 △165,753 △126,988

法人税等の支払額 △1,352,406 △3,178,306

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,623,501 3,309,665

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,000 △1,000

定期預金の払戻による収入 24,000 2,000

有形固定資産の取得による支出 △803,390 △1,583,594

有形固定資産の売却による収入 15,049 7,247

投資有価証券の取得による支出 － △7,500

貸付けによる支出 △1,050 －

貸付金の回収による収入 86,086 15,164

敷金及び保証金の差入による支出 △420,330 △1,187,747

敷金及び保証金の回収による収入 447,326 296,287

その他 △92,037 △80,290

投資活動によるキャッシュ・フロー △746,345 △2,539,433



(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 14,300 328,000

長期借入れによる収入 200,000 1,600,000

長期借入金の返済による支出 △3,213,666 △2,938,731

割賦債務の返済による支出 △84,525 －

社債の発行による収入 490,410 －

社債の償還による支出 △445,000 △495,000

ストックオプションの行使による収入 63,546 2,184

自己株式の増減額（△は増加） △10,575 △16,801

リース債務の返済による支出 △50,502 △76,264

配当金の支払額 △717,443 △321,579

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,753,456 △1,918,192

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,609 △2,535

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,122,089 △1,150,496

現金及び現金同等物の期首残高 1,323,503 2,445,593

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,445,593 ※1  1,295,097



    該当事項はありません。 

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】



  

 
  

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数 １社

    連結子会社は次のとおりでありま

す。 

  ㈱フィットミー

(イ)連結子会社の数 １社

    連結子会社は次のとおりでありま

す。 

  ㈱フィットミー

(ロ)非連結子会社の数 １社

   非連結子会社は次のとおりであり

ます。

  ㈱ティシーシー

  連結の範囲から除いた理由

  非連結子会社は小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範囲から除

外しております。

(ロ)非連結子会社の数 １社

   非連結子会社は次のとおりであり

ます。

  ㈱ティシーシー

  連結の範囲から除いた理由

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社はありません。 

非連結子会社㈱ティシーシー及び関連

会社㈱メガネトップ大分については、

当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、これらの投資に

ついては持分法を適用せず、原価法に

より評価しております。

 同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一

致しております。

 同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

     決算期末の市場価格等に基

づく時価法

      評価差額は、純資産の部

に計上(全部純資産直入

法)し、売却原価は移動

平均法により算定

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

同左

    

    

    

    

    

    時価のないもの

同左

 ② デリバティブ

時価法

 ② デリバティブ

同左



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 ③ たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸

資産

評価基準は原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

商品、製品、原材料及び仕掛品

移動平均法

貯蔵品

最終仕入原価法

(会計方針の変更) 

当連結会計年度より、「棚卸資

産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18

年７月５日公表分）を適用して

おります。 

これにより売上総利益、営業利

益 及 び 経 常 利 益 が そ れ ぞ れ

30,256千円減少し、税金等調整

前当期純利益は、122,892千円減

少しております。

 ③ たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸

資産

同左

商品、製品、原材料及び仕掛品

同左

貯蔵品

同左

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産（リース資産を除

く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法を

採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び
構築物

８年～47年

機械装置
及び運搬具

６年～11年

工具、器具
及び備品

２年～15年

 ① 有形固定資産（リース資産を除

く）

同左

 



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 ② 無形固定資産（リース資産を除

く）

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。

 ② 無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

 ③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース

取引開始日が平成20年３月31日

以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりま

す。

 ③ リース資産

同左

 ④ 長期前払費用

   定額法によっております。

 ④ 長期前払費用

同左

 (3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、以下の方法により貸倒

引当金を計上しております。

   一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

 ② 賞与引当金

同左

 ③ 役員賞与引当金

   役員賞与の支給に備えて、当連

結会計年度における支給見込額

に基づき計上しております。  

 ③ 役員賞与引当金

同左

 ④ 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上してお

ります。

 ④ 役員退職慰労引当金

同左



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 (4) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについては特例処理

の要件を満たしておりますので、

特例処理によっております。

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…金利スワップ取引

・ヘッジ対象…有利子負債

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

原則として、ヘッジ対象と高い有

効性があるとみなされるヘッジ手

段を個別対応させて行っておりま

す。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては特例処理

の要件を満たしておりますので、

有効性の評価を省略しておりま

す。

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法によっており

ます。

        同左

６ のれんの償却に関する事

項

 のれんの償却については、個別案件

ごとの投資効果の発現する期間(５年)

で償却しております。

         同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

同左



  

 

  

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計処理の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準等） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

────────────────



  

 
  

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（連結貸借対照表） 

 財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、

前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記さ

れたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕

掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それ

ぞれ3,488,802千円、95,036千円、92,407千円でありま

す。

────────────────



  

 
  

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

 １ 受取手形割引高は、69,067千円であります。  １ 受取手形割引高は、91,679千円であります。

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

 (イ)担保に供している資産

 建物 1,372,453千円

 土地 2,123,794千円

 投資有価証券 29,988千円

 計 3,526,236千円

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

 (イ)担保に供している資産

 建物 1,287,947千円

 土地 1,924,919千円

 投資有価証券 30,870千円

 計 3,243,736千円

 (ロ)上記に対応する債務

 短期借入金 315,004千円

 長期借入金 1,574,996千円

 計 1,890,000千円

 (ロ)上記に対応する債務

 短期借入金 385,000千円

 長期借入金 1,189,996千円

 計 1,574,996千円

※３ 敷金及び保証金の中には、建設協力金が

      1,863,807千円含まれております。

※３ 敷金及び保証金の中には、建設協力金が

      2,253,618千円含まれております。

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

   投資有価証券(株式)         4,900千円 

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

   投資有価証券(株式)         4,900千円 



  
(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価

に含まれております。

30,256千円

※１  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価

に含まれております。

90,760千円

 ２     ────────────── ※２ 為替差損

    時価評価した長期為替予約（クーポンスワップ

含む）の評価損については、為替差損に含めて表

示しております。

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 機械装置及び運搬具 4,605千円

 工具、器具及び備品 473千円

 計 5,078千円

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 建物及び構築物 3,947千円

 機械装置及び運搬具 150千円

 計 4,098千円

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 機械装置及び運搬具 414千円

 ４     ──────────────

 

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 建物及び構築物 16,182千円

 機械装置及び運搬具 1,567千円

 工具、器具及び備品 28,987千円

 店舗撤去費用 8,667千円

 計 55,404千円

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 建物及び構築物 4,341千円

 機械装置及び運搬具 181千円

 工具、器具及び備品 6,372千円

 敷金及び保証金 17,643千円

 店舗撤去費用 17,413千円

 その他 2,461千円

 計 48,414千円

 

※６ 減損損失

 当連結会計年度において、当社グループは以
下の資産グループについて減損損失を計上いた
しました。 
用途 営業店舗(東京都他 10店舗) 

 建物及び構築物 160,194千円

 工具、器具及び備品 20,251千円

 リース資産 6,669千円

 その他 75,676千円

 計 262,792千円

 当社グループは、減損損失を認識するにあた

り、営業店舗及び賃貸店舗をキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位としてグルーピングして

おり、本社及び研修センター等につきまして

は、全社資産としてグルーピングしておりま

す。グルーピングの最小単位である店舗におい

て、収益性が著しく低下した営業店舗10店の帳

簿価額を減損損失（262,792千円）として特別損

失に計上しております。

 

 

※６ 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以
下の資産グループについて減損損失を計上いた
しました。
用途 営業店舗(東京都他 17店舗) 

 建物及び構築物 349,811千円

 工具、器具及び備品 36,487千円

 リース資産 33,766千円

 その他 62,023千円

 計 482,089千円

用途 遊休資産(福井県) 

  建物及び構築物 23,596千円

 土地 198,875千円

 計 222,472千円

 当社グループは、減損損失を認識するにあた

り、営業店舗及び賃貸店舗をキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位としてグルーピングして

おり、将来計画が明確でない遊休資産は個別の

資産グループとして取り扱っております。本社

及び研修センター等につきましては、全社資産

としてグルーピングしております。グルーピン

グの最小単位である店舗において、収益性が著

しく低下した営業店舗17店の帳簿価額及び遊休

資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（704,561千円）として特別

損失に計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正

味売却価額により測定しており、不動産鑑定士

による鑑定評価額によっております。



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※７ 固定資産臨時償却費

 閉店及び店舗改装を予定している営業店舗の

固定資産につき、今後の使用期間を考慮し、使

用予定期間内の通常の減価償却費相当額を控除

した金額を計上しております。 

※７ 固定資産臨時償却費

 閉店及び店舗改装を予定している営業店舗の

固定資産につき、今後の使用期間を考慮し、使

用予定期間内の通常の減価償却費相当額を控除

した金額を計上しております。 



   

(変動事由の概要)  

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  株式分割による増加                 3,862,646株 

  ストック・オプションの行使による増加   148,800株 

  

   

(変動事由の概要)  

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  株式分割による増加                    3,741株 

  単元未満株式の買取りによる増加        9,470株 

  

 
  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 19,313,230 4,011,446 ─ 23,324,676

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 18,705 13,211 ─ 31,916

３ 配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成20年６月26日 
定時株主総会

普通株式 115,767 6 平成20年３月31日 平成20年６月27日

平成20年11月６日 
取締役会

普通株式 605,653 26 平成20年９月30日 平成20年12月９日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 139,756 6 平成21年３月31日 平成21年６月26日



   

(変動事由の概要)  

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  株式分割による増加                 6,997,402株 

  ストック・オプションの行使による増加     6,240株 

  

   

(変動事由の概要)  

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  株式分割による増加                    9,574株 

  単元未満株式の買取りによる増加       13,585株 

  

 
  

 
  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 23,324,676 7,003,642 ─ 30,328,318

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 31,916 23,159 ─ 55,075

３ 配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成21年６月25日 
定時株主総会

普通株式 139,756 6 平成21年３月31日 平成21年６月26日

平成21年11月６日 
取締役会

普通株式 181,629 6 平成21年９月30日 平成21年12月８日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月24日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 181,639 6 平成22年３月31日 平成22年６月25日



  

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,446,593千円

預入期間が３ヶ月を超える預金 △1,000千円

現金及び現金同等物 2,445,593千円

  ２ 重要な非資金取引の内容

 当連結会計年度に新たに計上したファイナン

ス・リース取引に係る資産及び債務の額は、それ

ぞれ412,652千円であります。

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,295,097千円

現金及び現金同等物 1,295,097千円

 ２ 重要な非資金取引の内容

 当連結会計年度に新たに計上したファイナン

ス・リース取引に係る資産及び債務の額は、それ

ぞれ135,872千円であります。



前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

当連結グループの主たる事業は、眼鏡等の生産・販売（ビジョンケア事業）であり、当該事業の

売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

当連結グループは、各種眼鏡等を生産・販売する事業のみの単一セグメントであるため、事業の

種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報



前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成21

年４月１日 至 平成22年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

２ 所在地別セグメント情報



前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成21

年４月１日 至 平成22年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

３ 海外売上高



  

 
  

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

建物及び 
構築物 
(千円)

機械装置 
及び運搬具 
(千円)

工具、器具 
及び備品 
(千円)

無形固定 
資産 

「その他」
(千円)

合計
(千円)

取得価額 
相当額

845,183 25,337 1,072,329 39,422 1,982,272

減価償却 
累計額 
相当額

364,102 18,864 451,777 38,570 873,315

減損損失 
累計額 
相当額

─ ─ 46,853 ─ 46,853

期末残高 
相当額

481,080 6,473 573,697 852 1,062,103

 

建物及び
構築物 
(千円)

機械装置 
及び運搬具 
(千円)

工具、器具 
及び備品 
(千円)

合計
(千円)

取得価額
相当額

845,183 13,659 952,126 1,810,968

減価償却
累計額 
相当額

409,979 10,710 549,030 969,720

減損損失
累計額 
相当額

─ ─ 53,863 53,863

期末残高
相当額

435,203 2,949 349,232 787,385

 

②未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 254,118千円

１年超 872,801千円

合計 1,126,920千円

  リース資産減損勘定の残高
                 27,893千円

 

②未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 237,857千円

１年超 631,926千円

合計 869,783千円

 リース資産減損勘定の残高
                 40,725千円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 317,242千円

リース資産減損勘定の取崩額 12,460千円

減価償却費相当額 273,958千円

支払利息相当額 22,709千円

減損損失 27,550千円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 270,481千円

リース資産減損勘定の取崩額 14,050千円

減価償却費相当額 242,142千円

支払利息相当額 17,628千円

減損損失 26,882千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

 減価償却費相当額の算定方法

 ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 利息相当額の算定方法

 ……リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

 減価償却費相当額の算定方法

 ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 利息相当額の算定方法

 ……リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１.ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

(1)リース資産の内容

・有形固定資産

 主として、店舗における検眼機器類（工具、器

具及び備品）であります。

１.ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

(1)リース資産の内容

・有形固定資産

 主として、店舗における検眼機器類（工具、器

具及び備品）であります。

・無形固定資産

 主として、ソフトウェアであります。

・無形固定資産

 主として、ソフトウェアであります。

(2)リース資産の減価償却の方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

(2)リース資産の減価償却の方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

２.オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 536,287千円

１年超 1,723,791千円

合計 2,260,079千円

２.オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 620,986千円

１年超 1,802,625千円

合計 2,423,611千円



前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 
  

（追加情報） 

 当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 企業会計基準11号）及び、「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

企業会計基準適用指針13号）を適用しております。 

 この結果、従来の開示対象範囲に変更はありません。 
  

 関連当事者との取引 

   連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

     連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る。)等 

  

 
（注）平成14年11月28日開催の第23期定時株主総会決議及び平成15年11月27日開催の第24期定時株主総会決議により、

旧商法第280条ノ20ならびに旧商法280条ノ21の規定に基づき付与されたストック・オプションの当連結会計年度

中の権利行使を記載しております。なお、権利行使期間及び権利行使の条件等については、「連結財務諸表、

(ストック・オプション等関係)」に記載のとおりであります。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

(関連当事者情報)

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)

役員 冨澤 昌三 ─ ─
当社 

代表取締役

(被所有) 
直接 
19.1

ストック・
オプション
の権利行使
(注)

ストック・
オプション
の権利行使
(注)

41,904 ─ ─



  

 
  

(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 賞与引当金 263,683千円

 建設協力金 79,425千円

 未払事業税 148,564千円

 繰越欠損金 99,813千円

 減損損失累計額 319,059千円

  役員退職慰労引当金 121,277千円

 その他 214,001千円

 繰延税金資産小計 1,245,825千円

 評価性引当額 △429,076千円

 繰延税金資産合計 816,749千円

(繰延税金負債)

 建設協力金 △108,969千円

 のれん △31,798千円

 その他 △705千円

 繰延税金負債合計 △141,473千円

 繰延税金資産の純額 675,275千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 賞与引当金 262,668千円

 建設協力金 114,226千円

 未払事業税 65,188千円

 繰越欠損金 66,683千円

 減損損失累計額 538,346千円

  役員退職慰労引当金 138,303千円

 その他 213,147千円

 繰延税金資産小計 1,398,564千円

 評価性引当額 △275,486千円

 繰延税金資産合計 1,123,077千円

(繰延税金負債)

 建設協力金 △147,236千円

 のれん △6,751千円

 その他 △1,496千円

 繰延税金負債合計 △155,485千円

 繰延税金資産の純額 967,592千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.7％

(調整)

 住民税均等割 3.2％

 その他 0.9％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.8％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.7％

(調整)

 住民税均等割 4.4％

 評価性引当額の増減 △3.8％

 その他 1.3％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.6％



   決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

  

  

(金融商品関係)



前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

 
  

(有価証券関係)

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

(1) 株式 32,528 38,047 5,519

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 32,528 38,047 5,519

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

(1) 株式 13,562 12,458 △1,104

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 13,562 12,458 △1,104

合計 46,091 50,505 4,414

区分

前連結会計年度 
(平成21年３月31日)

連結貸借対照表計上額(千円)

  その他有価証券

  非上場株式 9,991

合  計 9,991



当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

その他有価証券 
  

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

(1) 株式 44,363 50,226 5,862

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 44,363 50,226 5,862

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

(1) 株式 23,619 23,395 △223

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 23,619 23,395 △223

合計 67,982 73,621 5,638



前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

(1) 取引の内容及び利用目的

主として提出会社においては、金利関連では変動金利支払の長期借入金の支払利息を固定

化する目的で金利スワップ取引を行っております。また通貨関連では輸入取引の為替相場の

変動リスクを軽減するためクーポンスワップ取引及び為替予約取引を行っております。

(2) 取引に対する取組方針

主として提出会社の行っているデリバティブ取引は、金利スワップ取引については変動金

利の固定化に限定するものであり、クーポンスワップ取引及び為替予約取引については為替

変動リスクのヘッジを目的としており投機目的の取引及びレバレッジ効果の高いデリバティ

ブ取引は行わない方針であります。

(3) 取引に係るリスクの内容

主として提出会社が利用している金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを、ク

ーポンスワップ取引及び為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有しております。な

お、デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行

によるリスクはほとんどないと判断しております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で決定され、取引の実行及び管理は経理

部が行っております。

(5) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項についての契約額等はあくまでもデリバティブ取引における名

目的な契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスク

の大きさを示すものではありません。



２ 取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

  

 
（注）１ 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

 ２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

１ ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

通貨関連 

  

 
（注） 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

金利関連 

  

 
（注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

  

区分 種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超(千円)

時価 
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引 
以外の取引

クーポン 
スワップ取引

受取米ドル・支払円 5,056,700 5,056,700 △88,758 △88,758

為替予約取引

買建・米ドル 236,670 174,930 △16,277 △16,277

合計 5,293,370 5,231,630 △105,036 △105,036

区分 種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超(千円)

時価 
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引 
以外の取引

クーポン 
スワップ取引

受取米ドル・支払円 6,879,100 6,879,100 △102,191 △102,191

為替予約取引

買建・米ドル 174,930 113,190 △19,119 △19,119

合計 7,054,030 6,992,290 △121,311 △121,311

ヘッジ会計の 
方法

種類 主なヘッジ対象
契約額等
(千円)

契約額等のうち 
１年超(千円)

時価
(千円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引

支払固定・受取変動 長期借入金 2,015,000 1,305,000 （注）



１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定拠出年金制度及びいわゆる前払退職金制度を選択制にて導入しております。 
  
  

２ 退職給付費用に関する事項 

  

 
  

(退職給付関係)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

① 前払退職金 91,407千円 95,234千円

② 確定拠出年金掛金 114,932千円 119,468千円

③ 割増退職金 1,220千円 728千円

退職給付費用 207,560千円 215,430千円



前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

 
  

 
  

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

 
  

②単価情報 

 
  

(ストック・オプション等関係)

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役９名
幹部社員、当社子会社の取締役及びその幹部社員６名

株式の種類及び付与数 普通株式 100,000株

付与日 平成15年５月１日

権利確定条件 該当事項はありません。

対象勤務期間 該当事項はありません。

権利行使期間 平成16年11月29日～平成20年11月28日

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年11月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役９名
幹部社員、当社子会社の取締役及びその幹部社員37名

株式の種類及び付与数 普通株式 100,000株

付与日 平成16年６月１日

権利確定条件 該当事項はありません。

対象勤務期間 該当事項はありません。

権利行使期間 平成17年11月28日～平成21年11月27日

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日 平成15年11月27日

権利確定前

前連結会計年度末（株） ─ ─

付与（株） ─ ─

失効（株） ─ ─

権利確定（株） ─ ─

未確定残（株） ─ ─

権利確定後

前連結会計年度末（株） 63,000 65,000

権利確定（株） ─ ─

株式分割による増加（株） 12,600 13,000

権利行使（株） 75,600 73,200

失効（株） ─ ─

未行使残（株） ─ 4,800

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日 平成15年11月27日

権利行使価格（円） 400 455

行使時平均株価（円） 1,251 1,238

付与日における公正な評価単価（円） ─ ─



当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

 
  

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

 
  

②単価情報 

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年11月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役９名
幹部社員、当社子会社の取締役及びその幹部社員37名

株式の種類及び付与数 普通株式 100,000株

付与日 平成16年６月１日

権利確定条件 該当事項はありません。

対象勤務期間 該当事項はありません。

権利行使期間 平成17年11月28日～平成21年11月27日

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年11月27日

権利確定前

前連結会計年度末（株） ─

付与（株） ─

失効（株） ─

権利確定（株） ─

未確定残（株） ─

権利確定後

前連結会計年度末（株） 4,800

権利確定（株） ─

株式分割による増加（株） 1,440

権利行使（株） 6,240

失効（株） ─

未行使残（株） ─

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年11月27日

権利行使価格（円） 350

行使時平均株価（円） 1,408

付与日における公正な評価単価（円） ─



   該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係)



  

 
（注）１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

  

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 512円08銭 １株当たり純資産額 460円92銭

１株当たり当期純利益 124円60銭 １株当たり当期純利益 78円01銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
124円49銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
78円00銭

 

 

 

 当社は、平成20年４月１日付で普通株式１株に対し

1.2株の割合で株式分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合に

おける前連結会計年度の（１株当たり情報）は以下の

とおりであります。

１株当たり純資産額 419円49銭

１株当たり当期純利益 38円17銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
38円01銭

 

 

 

 当社は、平成21年４月１日付で普通株式１株に対し

1.3株の割合で株式分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合にお

ける前連結会計年度の（１株当たり情報）は以下のとお

りであります。

 

１株当たり純資産額 393円91銭

１株当たり当期純利益 95円85銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
95円76銭

 

項目
前連結会計年度

(平成21年３月31日)
当連結会計年度

(平成22年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 11,927,709 13,953,649

普通株式に係る純資産額(千円) 11,927,709 13,953,649

普通株式の発行済株式数(株) 23,324,676 30,328,318

普通株式の自己株式数(株) 31,916 55,075

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 23,292,760 30,273,243

項目
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 2,899,018 2,361,510

普通株式に係る当期純利益(千円) 2,899,018 2,361,510

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 23,266,726 30,273,577

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた
普通株式増加数の主要な内訳(株) 
新株予約権

  
 

20,365

  
 

1,967

普通株式増加数(株) 20,365 1,967

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

────── ──────



  

 
  

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

株式分割による新株式の発行

 当社は、平成21年３月13日開催の取締役会におい

て、株式分割による新株式の発行を決議しておりま

す。詳細は以下のとおりであります。

 平成21年３月31日を基準日とし、平成21年４月１

日をもって普通株式１株につき1.3株に分割しま

す。

 分割方法

 平成21年３月31日最終の株主名簿に記載又は記録

された株主の所有株式数を、１株につき1.3株の割

合をもって分割する。

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期

首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度にお

ける１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりであ

ります。

前連結会計年度 当連結会計年度

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額

322円68銭 393円91銭

1株当たり当期純利益 1株当たり当期純利益

29円36銭 95円85銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

29円24銭

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

95円76銭

────────────────



  

 
  

(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

(2)その他有価証券

  時価のあるもの

決算期末の市場価格等に基づく時

価法

  評価差額は、純資産の部に計上

(全部純資産直入法)し、売却原価

は移動平均法により算定

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

(1)子会社株式及び関連会社株式

同左

(2)その他有価証券

 時価のあるもの

同左

  

  

  

  

 時価のないもの

同左

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法

 時価法 同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）

商品、製品、原材料及び仕掛品

移動平均法

貯蔵品

最終仕入原価法

(会計方針の変更)

当事業年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）を適用

しております。 

 これにより売上総利益、営業利益及

び経常利益はそれぞれ25,154千円減少

し、税引前当期純利益は、117,790千

円減少しております。

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）

商品、製品、原材料及び仕掛品

同左

貯蔵品

同左



  

 

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物        ８年～47年

  構築物       10年～30年

  工具、器具及び備品 ２年～15年

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

同左

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

定額法によっております。

なお、のれんの償却については、

個別案件ごとの投資効果の発現す

る期間(５年)で償却しておりま

す。また、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

(3) リース資産

同左

(4) 長期前払費用

  定額法によっております。

(4) 長期前払費用

同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、以下の方法により貸倒引当

金を計上しております。

  一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えて、当事業

年度における支給見込額に基づき

計上しております。

(3) 役員賞与引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく当事業年度末

要支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

─────────────── (5) 関係会社整理損失引当金

  関係会社を吸収合併することによ

り発生する損失に備えるため、当

該関係会社の財政状態を勘案し、

損失見積額を計上しております。

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップについては特例処理

の要件を満たしておりますので、

特例処理によっております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…金利スワップ取引

  ・ヘッジ対象…有利子負債

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

  原則として、ヘッジ対象と高い有

効性があるとみなされるヘッジ手

段を個別対応させて行っておりま

す。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法

  金利スワップについては特例処理

の要件を満たしておりますので、

有効性の評価を省略しておりま

す。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



  

 
  

(6)【重要な会計方針の変更】

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日)

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準等） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

────────────────



  

 
  

(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日)

当事業年度 
(平成22年３月31日)

 １ 受取手形割引高は、69,067千円であります。  １ 受取手形割引高は、91,679千円であります。

 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

(イ)担保に供している資産

建物 1,372,453千円

土地 2,123,794千円

投資有価証券 29,988千円

計 3,526,236千円

(ロ)上記に対応する債務

1年内返済予定の長期借
入金

315,004千円

長期借入金 1,574,996千円

計 1,890,000千円

 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

(イ)担保に供している資産

建物 1,287,947千円

土地 1,924,919千円

投資有価証券 30,870千円

計 3,243,736千円

(ロ)上記に対応する債務

1年内返済予定の長期借
入金

385,000千円

長期借入金 1,189,996千円

計 1,574,996千円

※３ 敷金及び保証金の中には、建設協力金が

   1,863,807千円含まれております。

※３ 敷金及び保証金の中には、建設協力金が

   2,253,618千円含まれております。

 

 ４ 保証債務

   関係会社の金融機関からの借入金に対して保証を

行っております。

㈱フィットミー 115,019千円

 ４    ──────────────

   



  

 
  

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１ 製品他勘定振替

   たな卸資産評価損に振り替えたものであります。

 １    ──────────────

※２ 商品他勘定振替

   主にたな卸資産評価損に振り替えたものでありま

す。

※２ 商品他勘定振替

   事業譲渡によるものであります。

※３ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

                   25,154千円

※３ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

88,715千円

 ４    ────────────── ※４ 為替差損

    時価評価した長期為替予約（クーポンスワップ

含む）の評価損については、為替差損に含めて表

示しております。

※５ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械及び装置 4,605千円

工具、器具及び備品 473千円

計 5,078千円

※５ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

構築物 3,947千円

車両運搬具 150千円

計 4,098千円

※６ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

車両運搬具 414千円

 ６    ──────────────。

 

※７ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 9,499千円

構築物 6,682千円

機械及び装置 1,567千円

工具、器具及び備品 27,610千円

店舗撤去費用 8,151千円

計 53,511千円

※７ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 3,469千円

構築物 872千円

機械及び装置 181千円

工具、器具及び備品 6,282千円

敷金及び保証金 17,643千円

店舗撤去費用 17,402千円

その他 2,461千円

計 48,314千円



  

 
  

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

※８ 減損損失

    当事業年度において、当社は以下の資産グループ
について減損損失を計上いたしました。

   用途 営業店舗（東京都他 10店舗）

建物 157,121千円

構築物 3,073千円

工具、器具及び備品 20,251千円

リース資産 6,669千円

その他 75,676千円

計 262,792千円

   当社は、減損損失を認識するにあたり、営業店舗

及び賃貸店舗をキャッシュ・フローを生み出す最小

単位としてグルーピングしており、本社及び研修セ

ンター等につきましては、全社資産としてグルーピ

ングしております。グルーピングの最小単位である

店舗において、収益性が著しく低下した営業店舗10

店の帳簿価額を減損損失（262,792千円）として特

別損失に計上しております。

 

 

※８ 減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループ
について減損損失を計上いたしました。

   用途 営業店舗（東京都他 17店舗）

 建物 333,842千円

 構築物 15,968千円

 工具、器具及び備品 36,487千円

 リース資産 33,766千円

 その他 62,023千円

 計 482,089千円

   用途 遊休資産（福井県）

 建物 23,596千円

 土地 198,875千円

 計 222,472千円

 当社は、減損損失を認識するにあたり、営業

店舗及び賃貸店舗をキャッシュ・フローを生み

出す最小単位としてグルーピングしており、将

来計画が明確でない遊休資産は個別の資産グル

ープとして取り扱っております。本社及び研修

センター等につきましては、全社資産としてグ

ルーピングしております。グルーピングの最小

単位である店舗において、収益性が著しく低下

した営業店舗17店の帳簿価額及び遊休資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（704,561千円）として特別損失に計

上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正

味売却価額により測定しており、不動産鑑定士

による鑑定評価額によっております。

※９ 固定資産臨時償却費

   閉店及び店舗改装を予定している営業店舗の固定

資産につき、今後の使用期間を考慮し、使用予定期

間内の通常の減価償却費相当額を控除した金額を計

上しております。

※９ 固定資産臨時償却費

   閉店及び店舗改装を予定している営業店舗の固定

資産につき、今後の使用期間を考慮し、使用予定期

間内の通常の減価償却費相当額を控除した金額を計

上しております。



  

   

(変動事由の概要)  

 増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 株式分割による増加                     3,741株 

 単元未満株式の買取りによる増加         9,470株 

  

   

(変動事由の概要)  

 増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 株式分割による増加                     9,574株 

 単元未満株式の買取りによる増加        13,585株 

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 18,705 13,211 ─ 31,916

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 31,916 23,159 ─ 55,075



  

 
  

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

建物 
(千円)

車両 
運搬具 
(千円)

工具、器具 

及び備品 

(千円)

ソフト 
ウェア 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額 

相当額
845,183 25,337 1,072,329 39,422 1,982,272

減価償却 

累計額 

相当額

364,102 18,864 451,777 38,570 873,315

減損損失 

累計額 

相当額

─ ─ 46,853 ─ 46,853

期末残高 

相当額
481,080 6,473 573,697 852 1,062,103

 

建物 
(千円)

車両 
運搬具 
(千円)

工具、器具 

及び備品 

(千円)

合計 
(千円)

取得価額 

相当額
845,183 13,659 952,126 1,810,968

減価償却 

累計額 

相当額

409,979 10,710 549,030 969,720

減損損失 

累計額 

相当額

─ ─ 53,863 53,863

期末残高 

相当額
435,203 2,949 349,232 787,385

 

② 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 254,118千円

１年超 872,801千円

合計 1,126,920千円

リース資産減損勘定の残高

27,893千円

 

② 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 237,857千円

１年超 631,926千円

合計 869,783千円

リース資産減損勘定の残高

40,725千円

 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 317,242千円

リース資産減損勘定の取崩額 12,460千円

減価償却費相当額 273,958千円

支払利息相当額 22,709千円

減損損失 27,550千円
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 270,481千円

リース資産減損勘定の取崩額 14,050千円

減価償却費相当額 242,142千円

支払利息相当額 17,628千円

減損損失 26,882千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

  ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

  ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

  利息相当額の算定方法

  ……リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

  利息相当額の算定方法

  ……リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。



  

 
  

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１.ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

(1)リース資産の内容

・有形固定資産

 主として、店舗における検眼機器類（工具、器

具及び備品）であります。

１.ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

(1)リース資産の内容

・有形固定資産

 主として、店舗における検眼機器類（工具、器

具及び備品）であります。

・無形固定資産

 主として、ソフトウェアであります。

・無形固定資産

 主として、ソフトウェアであります。

(2)リース資産の減価償却の方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

(2)リース資産の減価償却の方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

２.オペレーティング・リース取引に係る注記

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 536,287千円

１年超 1,723,791千円

合計 2,260,079千円

２.オペレーティング・リース取引

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 620,986千円

１年超 1,802,625千円

合計 2,423,611千円



前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

子会社株式及び関連会社株式 

 
（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから「子会社株式

及び関連会社株式」には含めておりません。 

  

(有価証券関係)

区分
貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

（1）子会社株式 ─ ─ ─

（2）関連会社株式 ─ ─ ─

計 ─ ─ ─

区分
貸借対照表計上額

（千円）

（1）子会社株式 ─

（2）関連会社株式 4,900

計 4,900



  

 
  

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日)

当事業年度 
(平成22年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

賞与引当金 260,122千円

建設協力金 79,425千円

未払事業税 148,564千円

減損損失累計額 301,918千円

役員退職慰労引当金 121,277千円

その他 212,606千円

繰延税金資産小計 1,123,914千円

評価性引当額 △355,165千円

繰延税金資産合計 768,749千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

賞与引当金 259,337千円

建設協力金 114,226千円

未払事業税 65,188千円

減損損失累計額 523,474千円

役員退職慰労引当金 138,303千円

その他 212,365千円

繰延税金資産小計 1,312,895千円

評価性引当額 △275,486千円

繰延税金資産合計 1,037,408千円

  (繰延税金負債)

建設協力金 △108,969千円

のれん △31,798千円

その他 △705千円

繰延税金負債合計 △141,473千円

繰延税金資産の純額 627,275千円

  (繰延税金負債)

建設協力金 △147,236千円

のれん △6,751千円

その他 △1,496千円

繰延税金負債合計 △155,485千円

繰延税金資産の純額 881,923千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.7％

(調整)

住民税均等割 3.2％

評価性引当額の増減 1.0％

その他 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

45.0％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.7％

(調整)

住民税均等割 4.6％

交際費等永久に損金に算入されない

項目
1.9％

評価性引当額の増減 △2.1％

その他 0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

44.9％



   該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係)



  

 
（注）１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

  

   １ １株当たり純資産額 

 
  

   ２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
   

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 523円09銭 １株当たり純資産額 460円92銭

１株当たり当期純利益 119円99銭 １株当たり当期純利益 69円54銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
119円89銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
69円53銭

 

 

 

 当社は、平成20年４月１日付で普通株式１株に対し

1.2株の割合で株式分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合に

おける前事業年度の（１株当たり情報）は以下のとお

りであります。

１株当たり純資産額 435円19銭

１株当たり当期純利益 34円61銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
34円47銭

 

 

 

 当社は、平成21年４月１日付で普通株式１株に対し

1.2株の割合で株式分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合にお

ける前事業年度の（１株当たり情報）は以下のとおりで

あります。

１株当たり純資産額 402円37銭

１株当たり当期純利益 92円30銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
92円22銭

 

項目
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 12,184,146 13,953,649

普通株式に係る純資産額(千円) 12,184,146 13,953,649

普通株式の発行済株式数(株) 23,324,676 30,328,318

普通株式の自己株式数(株) 31,916 55,075

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 23,292,760 30,273,243

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 2,791,862 2,105,073

普通株式に係る当期純利益(千円) 2,791,862 2,105,073

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 23,266,726 30,273,577

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた
普通株式増加数の主要な内訳(株) 
新株予約権

  
 

20,365

  
 

1,967

普通株式増加数(株) 20,365 1,967

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

────── ──────



  

 
  

(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 

株式分割による新株式の発行

 当社は、平成21年３月13日開催の取締役会にお

いて、株式分割による新株式の発行を決議してお

ります。詳細は以下のとおりであります。

 平成21年３月31日を基準日とし、平成21年４月

１日をもって普通株式１株につき1.3株に分割しま

す。

 分割方法

 平成21年３月31日最終の株主名簿に記載又は記

録された株主の所有株式数を、１株につき1.3株の

割合をもって分割する。

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報及び当期

首に行われたと仮定した場合の当事業年度におけ

る１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりであ

ります。

前事業年度 当事業年度

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額

334円76銭 402円37銭

1株当たり当期純利益 1株当たり当期純利益

26円63銭 92円30銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

26円51銭 92円22銭

 

株式会社フィットミーとの合併について

 当社は平成22年１月26日開催の取締役会決議により、

平成22年４月1日を効力発生日として当社の完全子会社

である株式会社フィットミーと合併し、資産、負債及び

権利義務の一切を引継いでおります。

(1)合併の目的

 当社は眼鏡小売業における今後のさらなる競争激化や

急速な環境変化に対し、経営資源の集中と経営の効率化

を図ることを目的としております。

(2)合併の方法及び合併契約の内容

①合併の方法

 当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条

第３項に定める簡易合併ならびに、同法第784条第１項

に定める略式合併）で、株式会社フィットミーは解散い

たします。

②合併に際して交付する株式その他の対価及びその割当

並びに資本金及び準備金

 株式会社フィットミーの全株式は当社が保有している

ため、本合併に際して株式その他の対価を株式会社フィ

ットミーの株主に対して交付せず、資本金及び準備金の

額の増加をしておりません。

(3)会計処理の概要

 企業結合会計上、共通支配下の取引に該当しておりま

す。

(4)被合併会社の規模（平成22年３月期）

（単位：千円）

株式会社 
フィットミー

売上高 777,918

経常利益 88,168

当期純利益 124,324

純資産額 △52,112

総資産額 517,583



   該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

  

6. その他

(1) 役員の異動

(2) その他


